
別紙様式５

令和6年度国内肥料資源利用拡
大対策事業のうち国内肥料資源
の利用拡大に向けた調査(地力
調査)(岩手県)委託事業

支出負担行為担当官東北農政
局長

宮城県仙台市
青葉区本町3-
3-1

令和7年8月20日

岩手県農業研究セン
ター
法人番号
4000020030007

岩手県北上
市成田20-1

会計法第29条の
3第4項（法令等
の規定）

本調査は、データを長期的に蓄積し、県内各地の適切な土壌分
析の技術を有していることが必須であるため、「地方公共団体
の取決め」により契約の相手方が一に決められている。

2,613,000 2,613,000 100.0% - - - - - - -

令和6年度国内肥料資源利用拡
大対策事業のうち国内肥料資源
の利用拡大に向けた調査(地力
調査)(秋田県)委託事業

支出負担行為担当官東北農政
局長

宮城県仙台市
青葉区本町3-
3-1

令和7年8月21日
秋田県
法人番号
1000020050008

秋田県秋田
市山王4-1-1

会計法第29条の
3第4項（法令等
の規定）

本調査は、データを長期的に蓄積し、県内各地の適切な土壌分
析の技術を有していることが必須であるため、「地方公共団体
の取決め」により契約の相手方が一に決められている。

2,201,000 2,201,000 100.0% - - - - - - -

横手西部農業水利事業　石持川
幹線排水路工事に係る電気工作
物移転等工事補償金

分任支出負担行為担当官東北
農政局平鹿平野農業水利事業
所長　横田　憲一郎

秋田県横手市
大屋新町字大
平99-39

令和7年8月21日

東北電力ネットワーク株
式会社用地部配電線路
移設契約センター
法人番号
7370001044201

宮城県仙台
市泉区八乙
女4-5-1

会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

公共事業を施工する際の権利の取得及び損失補償等に対して
契約を行うものであり、工事に必要となる土地等の権利者との
契約となることから、契約相手方が限定されるものである。

- - - - - - - - - -

浅瀬石川二期農業水利事業浅
瀬石川統合頭首工建設工事に係
る損失補償契約

分任支出負担行為担当官東北
農政局津軽土地改良建設事務
所長　長野　誠司

青森県黒石市
追子野木3-
145-1

令和7年8月27日 個人情報非公表
個人情報非
公表

会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

公共事業を施工する際の権利の取得及び損失補償等に対して
契約を行うものであり、工事に必要となる土地等の権利者との
契約となることから、契約相手方が限定されるものである。

- - - - - - - - - -

浅瀬石川二期農業水利事業浅
瀬石川統合頭首工建設工事に係
る損失補償契約

分任支出負担行為担当官東北
農政局津軽土地改良建設事務
所長　長野　誠司

青森県黒石市
追子野木3-
145-1

令和7年8月27日 個人情報非公表
個人情報非
公表

会計法第29条の
3第4項（用地補
償契約）

公共事業を施工する際の権利の取得及び損失補償等に対して
契約を行うものであり、工事に必要となる土地等の権利者との
契約となることから、契約相手方が限定されるものである。

- - - - - - - - - -
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